２０１１年９月　　日
人事院総裁　　江利川　毅　殿
○○○教職員組合（○○支部・○○分会）
分会長(職場代表)　　○○　○○
「現給保障」の廃止反対、公務労働者の賃金改善を求める職場決議(案)
　連年の「マイナス勧告」の強行で、公務員賃金は2000年以降、累計で50万円以上も年収が引き下げられてきました。加えて、30人学級実現をはじめとした教職員の定数改善がすすまないもとで、学校現場では長時間・過密労働が常態化し、健康破壊も深刻です。
　このようなもとにあるにもかかわらず、人事院はこの間の交渉において、05年の給与構造見直しにおける給与水準引き下げに対する「現給保障」について、来年４月から廃止に向けた措置を開始すると表明したことには、職場・教職員から大きな怒りの声が巻き起こっています。「現給保障」の廃止が強行されれば、実質的な大幅賃下げとなり、高齢層にとっては二重三重の賃下げをせまるものです。特に教職員の場合は、50歳台のほとんどが「現給保障」の対象者であり、わたしたちは、「現給保障」の継続を強く求めるものです。さらに人事院は「官民の給与格差が相当程度残存している」などとして、昨年に続いて高年齢層に対するさらなる賃下げの姿勢を強めていることも重大な問題です。また、勧告と同時に定年延長にむけた「意見の申出」が予定され、制度見直しの「素案」では、60歳超の職員の年間給与を60歳前の７割水準に引き下げるとしています。定年年齢を延長するのであれば、何よりも定数改善や多様な働き方の選択など、働き続けられる職場環境をつくるべきです。
　一方では、人事院勧告制度を踏みにじる理不尽な「賃下げ法案」の提出を政府が強行しました。しかし、被災地での教育と復旧・復興のとりくみを支え、2万人を超える全国に避難した子どもたちの教育にとりくんでいる教職員をはじめ、震災の復旧・復興にむけた公務労働者の奮闘に応える処遇改善や、景気回復にむけた労働者全体の賃金底上げの観点から、公務労働者の積極的な賃上げが国民的にも求められる情勢となっています。
　こうした点からも、今年の勧告では、公務労働者の生活と労働の実態をふまえて勧告をおこなうことが、従来にも増して重要となっています。私たちは、「民間準拠」にとどまることなく、公務員賃金改善にむけて人事院が積極的な役割を果たすよう、職場の総意のもとで要求するものです。
　以上、決議します。
